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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第65期

第２四半期連結累計期間

第65期

第２四半期連結会計期間
第64期

会計期間
自　平成20年４月１日

至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日　

至　平成20年９月30日

自平成19年４月１日

至平成20年３月31日

売上高 （百万円） 6,415　 3,427　 15,254　

経常利益 （百万円） 124　 117　 947　

当期純利益又は
四半期純損失（△）

（百万円） △60　 △49　 538　

純資産額 （百万円） －　 6,441　 6,805　

総資産額 （百万円） －　 14,242　 15,312　

１株当たり純資産額 （円） －　 388.19　 410.05　

１株当たり当期純利益又は
四半期純損失（△）

（円） △3.64　 △2.97　 32.43　

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

（円） －　 －　 －　

自己資本比率 （％） －　 45.2　 44.4　

営業活動によるキャッシュ
・フロー

（百万円） 457　 －　 413　

投資活動によるキャッシュ
・フロー

（百万円） △32　 －　 △135　

財務活動によるキャッシュ
・フロー

（百万円） △79　 －　 △208　

現金及び現金同等物の四半
期末（期末）残高

（百万円） －　 1,975　 1,628　

従業員数 （人） －　 622　 621　

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、1株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

３　潜在株式調整後1株当たり当期（第64期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　従業員数は就業人員を表示しております。

　

EDINET提出書類

東亜ディーケーケー株式会社(E01798)

四半期報告書

 2/34



２ 【事業の内容】

　　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当初の関係会社）において営まれて

　いる事業の内容に重要な変更はありません。

　　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

　　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(人) 622 （63）

(注) 　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外からの出向者を含む）であ

り、臨時雇用者数（パートタイマーを含む）は（外書）に記載しております。

　

(2)　提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(人) 396 （5）

(注) 　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外からの出向者を含む）であり、臨時雇用者数（パー

トタイマーを含む）は（外書）に記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントに示すと、次の通りでありま

す。

事業の種類別セグメントの名称 　生産高(百万円)

計測機器事業 3,222

合計 3,222

（注）１　金額は販売価格によっております。

　　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2)　受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントに示すと、次の通りでありま

す。

事業の種類別セグメントの名称 　受注高(百万円) 　受注残高(百万円)

計測機器事業 3,328 2,055

合計 3,328 2,055

（注）１　金額は販売価格によっております。

　　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3)　販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントに示すと、次の通りでありま

す。

事業の種類別セグメントの名称 　販売高(百万円)

計測機器事業 3,353

その他の事業 74

合計 3,427

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　２　販売実績が総販売実績の10%以上となる相手先はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

　　　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1)　経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国サブプライムローン問題に端を発した株価の

大幅下落など金融資本市場の混乱、エネルギー資源や原材料の高騰などと相まって世界的な景気減速の

懸念が強まり、設備投資の減退、消費マインドの冷え込みなど厳しい需要環境の中で推移いたしました。

当計測器業界におきましても、半導体市場を始めとする主たる需要先の設備投資抑制、企業間の価格競

争の激化もあって、軒並み前年度割れの業績予想を余儀なくされるなど厳しい状況が続いております。

このような中で当社グループは、営業面においては、当社の経営指針である「お客様第一」の企業活動

の下、環境用水質分析計の輸出など好調な分野への注力、売れ筋商品に絞った販売キャンペーンの実施、

提携３年目となる米国HACH社製品の販売体制を再編し国内総代理店としての地位を確立させ軌道に乗せ
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るなど、所期の売上目標を達成すべく鋭意営業活動に取り組んでまいりました。

また、生産面においては、かねてからの方針の下、前年度に引き続き全社的に在庫レス運動、納期

１／２運動、品質一番運動等の改革運動を展開して、収益改善及びお客様満足度の向上を図ってまい

りました。

以上の結果、当第２四半期連結会計期間におきましては、ほぼ予定どおりの経営業績を確保することが

できましたが、11月12日付で公正取引委員会から「特定大気常時監視自動計測器の入札等にかかる排除

措置命令及び課徴金納付命令」を受け、課徴金及び違約金見込額を特別損失に計上した結果、四半期純損

益ベースでは損失計上の止むなきに至りました。

当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高3,427百万円、営業利益113百万円、経常利益117百万円、四

半期純損失49百万円となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績はつぎのとおりであります。

（計測器事業）

計測器事業は、売上高3,353百万円、営業利益57百万円、受注高は3,328百万円となりました。

環境・プロセス分析機器部門

本部門は、基本プロセス計測器、環境用大気測定装置、煙道排ガス用分析計、ボイラー水用分析装置、上

下水道用分析計、環境用水質分析計、石油用分析計等であります。

当第２四半期連結会計期間は、景気減速から後退へと更なる悪化の懸念から、鉄鋼、電力、石油、半導体

市場の大型設備投資が抑制され延期となるケースが増え始めたほか、特に官公庁・地方自治体向けの環

境用大気測定装置が著しい競合の激化により大きく減少するなど厳しい状況となりましたが、環境用水

質分析計については輸出を中心に好調に推移いたしました。

科学分析機器部門

本部門は、ラボ用分析機器、ポータブル分析計、医療用機器等であります。

当第２四半期連結会計期間は、特需が減少したものの、HACH社製品を中心にポータブル分析計が増加い

たしました。

産業用ガス検知警報器部門

本部門は、バイオニクス機器株式会社が製造・販売する産業用ガス検知警報器であります。

当第２四半期連結会計期間は、主たる需要先である半導体市場の落ち込みを受けて大きく減少いたし

ました。

電極・標準液部門

本部門は、主に上記環境・プロセス分析機器部門、科学分析機器部門の製造販売部門における商品群の

補用品類に該当するものであります。従って、本部門における永年のご採用実績の累増と当期売上高に比

例して伸長する分野であります。

当第２四半期連結会計期間は、HACH社製品の伸長が貢献し、やや増加いたしました。

保守・修理部門

本部門は、メンテナンス契約に基づく現地調整や定期点検及び修理であります。

当第２四半期連結会計期間は、ここ数年、特にメンテナンスを必要とする環境用水質分析計が伸長して

おり、これを背景にやや増加の傾向で推移いたしました。

部品・その他部門

本部門は、部品及び検定手数料等であります。

なお、電子計測機器部門の事業譲渡（平成18年11月１日）にともなう日置電機株式会社向けの生産を

現在も一部継続しており、前年度から当該売上高を本部門に含めて計上しております。
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（その他の事業）

その他の事業は、売上高74百万円、営業利益55百万円となりました。

東京都新宿区の本社に隣接して賃貸ビル１棟、埼玉県狭山市に貸店舗１棟ほかを所有し、不動産賃貸業

を行っております。

　

(2)　財政状態の分析

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における総資産は14,242百万円となり、前連結会計年度末と比べ1,070百

万円減少いたしました。流動資産は8,834百万円となり、774百万円減少いたしました。固定資産は5,407百

万円となり、295百万円減少いたしました。内訳の主なものは現金及び預金の増加（344百万円）、受取手

形及び売掛金の減少（1,304百万円）、たな卸資産の増加（123百万円）、有形固定資産の減少（86百万

円）、投資有価証券の減少（290百万円）です。

（負債）

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は7,801百万円となり、前連結会計年度末と比べ705百

万円減少いたしました。内訳の主なものは支払手形及び買掛金の減少（265百万円）、未払法人税等の減

少（256百万円）、退職給付引当金の減少（146百万円）です。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は6,441百万円となり、前連結会計年度末と比べ364

百万円減少いたしました。内訳の主なものはその他投資有価証券評価差額金の減少(169百万円）、配当金

の支払い（132百万円）です。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は第１四半期連結会計期間末と比べ100百

万円減少いたしました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、149百万円の支出となりました。内訳の主なものは退職給付引

当金の減少額172百万円であります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、18百万円の支出となりました。内訳の主なものは有形固定資産

の取得による支出20百万円であります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、68百万円の収入となりました。内訳の主なものは賞与資金の借

入等による借入金の増加113百万円であります。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

当第２四半期連結会計期間における当グループが支出した研究開発費の総額は144百万円であります。

当第２四半期連結会計期間における研究活動の成果として、計測器事業における環境・プロセス分析

機器部門で石油精製プラント機器の計測技術を応用した自動車燃料用不正軽油モニタを完成させ市場導

入を開始しました。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

　　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

　　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成20年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 16,880,620 16,880,620
東京証券取引所　　
（市場第二部） －

計 16,880,620 16,880,620－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

東亜ディーケーケー株式会社(E01798)

四半期報告書

 8/34



(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(百万円)

資本金残高

 

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成20年９月30日 － 16,880,620 － 1,302 － 757
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ハック・カンパニー

（常任代理人　香港上海銀行東
  京支店）

1209　ＯＲＡＧＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＷＩＬＭＩ
ＮＧＴＯＮ　ＤＥ　19801　ＵＳＡ
（東京都中央区日本橋３丁目１１－１）

3,059 18.12

山下　直 東京都渋谷区 1,329 7.88

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2-1-1 1,050 6.22

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1-1-5 512 3.04

東亜ディーケーケー社員持株会 東京都新宿区高田馬場1-29-10 454 2.69

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿1-26-1 446 2.64

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 419 2.48

佐々木　輝男 東京都中野区 381 2.26

本鍋田　一美 東京都足立区 338 2.01

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 261 1.55

計 ― 8,251 48.88

(注)　上記のほか当社所有の自己株式287千株（1.70％）があります。　
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）　
　
　普通株式
           287,000

― ―

完全議決権株式(その他)
　普通株式
        16,428,000

16,428 ―

単元未満株式
　普通株式
           165,620

― ―

発行済株式総数   16,880,620― ―

総株主の議決権 ― 16,428 ―

(注)　１　「完全議決権株式(その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株（議決権5個）

　　含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式451株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東亜ディーケーケー
株式会社

東京都新宿区高田馬場
１－２９－１０

287,000 ― 287,000 1.7

計 ― 287,000 ― 287,000 1.7

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 424 450 467 480 463 453

最低(円) 390 410 433 433 435 195

(注)　株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月

１日から平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30

日まで）の四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
連結貸借対照表

(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,119 1,774

受取手形及び売掛金 ※２
 3,882

※２
 5,186

商品 32 9

製品 291 294

半製品 404 380

原材料 620 632

仕掛品 753 662

繰延税金資産 204 200

その他 529 472

貸倒引当金 △3 △4

流動資産合計 8,834 9,609

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 1,898

※１
 1,959

機械装置及び運搬具（純額） ※１
 75

※１
 86

工具、器具及び備品（純額） ※１
 192

※１
 219

土地 794 794

リース資産（純額） ※１
 13 －

有形固定資産合計 2,974 3,060

無形固定資産 39 44

投資その他の資産

投資有価証券 1,133 1,423

繰延税金資産 956 839

その他 303 335

投資その他の資産合計 2,393 2,597

固定資産合計 5,407 5,703

資産合計 14,242 15,312
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
連結貸借対照表

(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,006 1,272

短期借入金 1,265 1,535

未払金 621 675

未払法人税等 72 328

未払消費税等 25 55

賞与引当金 333 278

役員賞与引当金 － 8

損害補償損失引当金 63 －

その他 452 540

流動負債合計 3,841 4,696

固定負債

社債 － 10

長期借入金 530 194

長期預り保証金 361 365

退職給付引当金 2,886 3,033

役員退職慰労引当金 150 181

負ののれん 20 25

その他 11 －

固定負債合計 3,959 3,810

負債合計 7,801 8,506

純資産の部

株主資本

資本金 1,302 1,302

資本剰余金 757 757

利益剰余金 3,935 4,128

自己株式 △67 △65

株主資本合計 5,928 6,123

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 513 682

評価・換算差額等合計 513 682

純資産合計 6,441 6,805

負債純資産合計 14,242 15,312
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 6,415

売上原価 4,167

売上総利益 2,248

販売費及び一般管理費

給料及び手当 973

賞与引当金繰入額 149

退職給付費用 86

役員退職慰労引当金繰入額 16

減価償却費 15

研究開発費 247

その他 631

販売費及び一般管理費合計 2,119

営業利益 129

営業外収益

受取利息 0

受取配当金 8

持分法による投資利益 1

負ののれん償却額 5

その他 13

営業外収益合計 29

営業外費用

支払利息 19

債権売却損 13

その他 1

営業外費用合計 34

経常利益 124

特別利益

償却債権取立益 8

貸倒引当金戻入額 0

固定資産売却益 0

特別利益合計 10

特別損失

固定資産除却損 2

投資有価証券評価損 5

課徴金等 ※２
 129

特別損失合計 137

税金等調整前四半期純損失（△） △3

法人税等 ※１
 57

四半期純損失（△） △60
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 3,427

売上原価 2,242

売上総利益 1,185

販売費及び一般管理費

給料及び手当 456

賞与引当金繰入額 106

退職給付費用 44

役員退職慰労引当金繰入額 8

減価償却費 7

研究開発費 142

その他 306

販売費及び一般管理費合計 1,072

営業利益 113

営業外収益

受取利息 0

受取配当金 4

持分法による投資利益 0

負ののれん償却額 2

その他 13

営業外収益合計 21

営業外費用

支払利息 10

債権売却損 6

その他 1

営業外費用合計 17

経常利益 117

特別利益

償却債権取立益 8

貸倒引当金戻入額 0

特別利益合計 9

特別損失

固定資産除却損 1

投資有価証券評価損 5

課徴金等 ※２
 129

特別損失合計 136

税金等調整前四半期純損失（△） △10

法人税等 ※１
 39

四半期純損失（△） △49
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △3

減価償却費 136

負ののれん償却額 △5

退職給付引当金の増減額（△は減少） △146

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △31

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0

受取利息及び受取配当金 △9

支払利息 19

持分法による投資損益（△は益） △1

有形固定資産売却損益（△は益） △0

有形固定資産除却損 1

投資有価証券評価損益（△は益） 5

売上債権の増減額（△は増加） 1,312

たな卸資産の増減額（△は増加） △123

仕入債務の増減額（△は減少） △265

その他の資産の増減額（△は増加） △26

その他の負債の増減額（△は減少） △72

割引手形の増減額（△は減少） △8

小計 778

利息及び配当金の受取額 9

利息の支払額 △17

法人税等の支払額 △313

営業活動によるキャッシュ・フロー 457

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △6

定期預金の払戻による収入 8

有形固定資産の取得による支出 △33

有形固定資産の売却による収入 1

その他 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー △32

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 350

短期借入金の返済による支出 △690

長期借入れによる収入 500

長期借入金の返済による支出 △94

社債の償還による支出 △10

自己株式の売却による収入 0

自己株式の取得による支出 △2

配当金の支払額 △132

リース債務の返済による支出 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △79

現金及び現金同等物に係る換算差額 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 346

現金及び現金同等物の期首残高 1,628

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,975
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

１　会計方針の変更

（１）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を第

　　１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げ

　　の方法）に変更しております。

　　　これによる損益の影響額は軽微であります。

 

（２）リース取引に関する会計基準等の適用

　　「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企

　　業会計基準13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成６年１月18日

　　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を第１四半期連結会計期間から早期適用し、所有

　　権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売

　　買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しております。

　　また、リース資産の減価償却の方法はリース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっ

　　ております。

　　　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

　　借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　　　これによる損益の影響額は軽微であります。
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【簡便な会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法

　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ
るため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。
 

２．棚卸資産の評価方法

　当第２四半期連結会計期間末の棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正
味売却価額を見積もり、簿価切下げを行う方法によっております。
 

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異発生状況に著
しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予想やタックスプランニングを利
用する方法によっております。
 

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

税金費用の計算

　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利
益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。
 

　

【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び連結子会社の機械装置の耐用年数につきましては、第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正を契

機として見直しを行い、耐用年数を７年に変更しております。

　これによる損益の影響額は軽微であります。
 

（損害補償損失引当金の計上）

　将来の損害補償損失に備えるため、当第２四半期連結会計期間末において発生の可能性が高く、かつ損失の金額を
合理的に見積もることが可能なものについて、その損失見込額を計上しております。
　なお、当第２四半期連結会計期間末においては、独占禁止法違反に伴う違約金発生に備えるため、違約金発生見込額
について計上しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第２四半期連結会計期間末

(平成20年９月30日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

※１　固定資産の減価償却累計額　　　　4,353百万円

 

※１　固定資産の減価償却累計額　　　　4,275百万円

 

※２　受取手形割引高                     60百万円

 

※２　受取手形割引高                     69百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

※１ 当四半期連結累計期間における税金費用については、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理により計算
     しているため、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。
 
※２ 特定大気常時監視自動計測器入札に関する独占禁止法違反にともなう課徴金及び違約金見込額であります。
　　

　

第２四半期連結会計期間

　

当第２四半期連結会計期間

(自　平成20年７月１日

　至　平成20年９月30日)

※１ 当四半期連結会計期間における税金費用については、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理により計算
　   しているため、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。
 

※２ 特定大気常時監視自動計測器入札に関する独占禁止法違反にともなう課徴金及び違約金見込額であります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年９月30日現在)

現金及び預金 2,119百万円

投資その他の資産の「その
他」に計上されている長期性
預金

150百万円

　　　計 2,269百万円

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金

△294百万円

現金及び現金同等物 1,975百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　

至　平成20年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類

当第２四半期

連結会計期間末

(株)

　普通株式 16,880,620

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類

当第２四半期

連結会計期間末

(株)

　普通株式 287,451

　

３　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年6月27日
定時株主総会

普通株式 132 8 平成20年３月31日平成20年６月30日利益剰余金

　

(2)　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　　該当事項はありません。
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(リース取引関係)

リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引

残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動がありません。
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(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社及び一部の連結子会社の利用しているデリバティブ取引は金利スワップ取引であり、全てヘッジ

会計（金利スワップの特例処理）を適用しているため、注記の対象から除いております。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

　

計測機器事業

(百万円)

その他の事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 3,353　 74　 3,427　 －　 3,427　

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 －　 －　 －　 －　 －　

計 3,353　 74　 3,427　 －　 3,427　

営業利益 118　 55　 173　 （60） 113　

(注) １　事業の区分は、事業形態により２区分としております。

２　各区分の主な製品

　計測機器事業……基本プロセス計測器、環境用大気測定装置、煙道用排ガス分析計、ボイラー水用分析

　　　　　　　　　装置、上下水用分析計、環境用水質分析計、石油用分析機器、ラボ用分析機器、ポー

　　　　　　　　　タブル分析計、分離分析計、ＬＡシステム、医療用機器、産業用ガス検知警報器、電

　　　　　　　　　極、標準液、保守、修理、部品等他

　その他の事業……事業用建物の賃貸

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　

計測機器事業

(百万円)

その他の事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 6,267　 148　 6,415　 －　 6,415　

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 －　 －　 －　 －　 －　

計 6,267　 148　 6,415　 －　 6,415　

営業利益 367　 110　 478　 （349） 129　

(注) １　事業の区分は、事業形態により２区分としております。

２　各区分の主な製品

　計測機器事業……基本プロセス計測器、環境用大気測定装置、煙道用排ガス分析計、ボイラー水用分析

　　　　　　　　　装置、上下水用分析計、環境用水質分析計、石油用分析機器、ラボ用分析機器、ポー

　　　　　　　　　タブル分析計、分離分析計、ＬＡシステム、医療用機器、産業用ガス検知警報器、電

　　　　　　　　　極、標準液、保守、修理、部品等他

　その他の事業……事業用建物の賃貸
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

本国以外の国、または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

本国以外の国、または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 

東アジア 東南アジア 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 234　 30　 23　 26　 315　

Ⅱ　連結売上高（百万円） －　 －　 －　 －　 3,427　

Ⅲ　連結売上高に占める海
外売上高の割合（％）

6.9　 0.9　 0.7　 0.7　 9.2　

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 東アジア・・・韓国・中国・台湾等

(2) 東南アジア・・シンガポール・タイ等

(3) 欧州・・・・・オランダ等

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

東アジア 東南アジア 欧州 その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 454　 66　 55　 63　 640　

Ⅱ　連結売上高（百万円） －　 －　 －　 －　 6,415　

Ⅲ　連結売上高に占める海
外売上高の割合（％）

7.1　 1.0　 0.9　 1.0　 10.0　

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本国以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 東アジア・・・韓国・中国・台湾等

(2) 東南アジア・・シンガポール・タイ等

(3) 欧州・・・・・オランダ等

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第２四半期連結会計期間末

(平成20年９月30日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

　

１株当たり純資産額 388円19銭

　

　

１株当たり純資産額 410円05銭

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

当第２四半期連結会計期間末

(平成20年９月30日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 6,441　 6,805　

普通株式に係る純資産額（百万円） 6,441　 6,805　

普通株式の発行済株式数（千株） 16,880　 16,880　

普通株式の自己株式数（千株） 287　 283　

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（千株）

16,593　 16,597　

　

２　１株当たり四半期純損失

第２四半期連結累計期間

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

 

１株当たり四半期純損失 3円64銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在
しないため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算上の四半期純損失（百万円） 60　

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 60　

普通株主に帰属しない金額（百万円） －　

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,595　

　

第２四半期連結会計期間

　

当第２四半期連結会計期間

(自　平成20年７月１日

　至　平成20年９月30日)

 

１株当たり四半期純損失 2円97銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在
しないため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失

当第２四半期連結会計期間

(自　平成20年７月１日

　至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算上の四半期純損失（百万円） 49　

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 49　

普通株主に帰属しない金額（百万円） －　

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,594　
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月14日

東亜ディーケーケー株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　森川　潤一　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　関谷　靖夫　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　佐藤　明典　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東亜

ディーケーケー株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会

計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から

平成20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亜ディーケーケー株式会社及び連結子会社

の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累

計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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